
★ （「収入と所得は違います」参照）

別紙『基･配･特･所』にも記入
・

（16歳以上）

※所得金額が６２万円以下（給与収入なら136万円以下）（「収入と所得は違います」参照）

〇昭和 32.1.1 以前生
・その人が同居している ⇒「同居老親等」に

・それ以外 ⇒「その他」に

〇障害者、寡婦、ひとり親、勤労学生に該当する人は

・障害者に該当する場合は、対象者の氏名・交付された手帳の種類・交付年月日・障害等級か程度の記入が必要です。

・記入の際は、裏面を参照してください。

該当する方は記入
（注）ほかの所得者が控除を受ける場合は書けません

扶養控除等の所得要件の引上げにより、新たに記入できる配偶者、扶養親族がいる場合は、朱書きでご記入ください。

また、異動月日及び事由に、「令和８年12月1日 改正」とご記入ください。

（参考）所得金額が昨年58万円以下から62万円以下に引き上げられました

（参考）昨年は、給与収入160万円以下でした

〇年齢19歳以上23歳未満（平成 16.1.2 生～平成20.1.1 生）の場合は、以下の所得金額に応じて記入してください。

・その人の令和８年中の所得金額62万円以下⇒「特定扶養親族」に

・その人の令和８年中の所得金額62万1円～100万円以下⇒「特定親族」に 別紙『基･配･特･所』にも記入

・その人の令和８年中の所得金額100万1円～123万円以下の場合は、別紙『基･配･特･所』のみ、記入できます。



年金・他の所得

給与の収入金額が850万円以下の方は記入する必要はありません

＊ 該当する方は記入

(

④)

の
人
は
、

の
「
令
和
８
年
分

給
与
所
得
者
の
扶
養
控
除
等
（
異
動
）

申
告
書
」
の
源
泉
控
除
対
象
配
偶
者
に
は
記
入
で
き
ま
せ
ん
。

区

分

⑴ ⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

⑴ ⑵

⑶

⑷

⑸

⑹

（参考）所得金額が昨年58万円以下から62万円以下に引き上げられました



 ●給与所得の計算欄

 ●公的年金等の収入金額に対する公的年金等控除額

所得の計算例
(例1) 給与収入のみの場合

給与収入金額が73万円の場合 74万999円以下なので、給与所得は0円

(例2) 給与収入と年金収入がある場合

給与収入金額が110万円で、年金収入金額が290万円の場合

（1）給与所得の計算 110万円ー74万円＝36万円

（2）給与所得以外の所得の計算

☆65歳以上の方 290万円ー110万円（控除額）=180万円

☆65歳未満の方 290万円×２５％＋275千円=100万円（控除額）

290万円―100万円＝190万円

730,000

1,100,000

1,100,000

360,000

1,800,000

2,160,000

360,000

1,900,000

2,260,000

0

0

0

「収入」と「所得」は違います。ご注意ください。

区分

Ａ

基礎控除の額

１０４万 円

区分

Ａ

基礎控除の額

１０４万 円

区分

Ａ

基礎控除の額

１０４万 円



★

〇年齢19歳以上23歳未満（平成 17.1.2 生～平成21.1.1 生）
・その人の令和９年中の合計所得の見積所得金額６２万円以下 ⇒「特定扶養親族」に

・その人の令和９年中の合計所得の見積所得金額６２万円超１００万円以下 ⇒「特定親族」に

令和8年同様、所得要件の引上げなどの改正も行われています。記載漏れがないようご注意ください。

※0円の場合は、 0 を記入すること

該当する方は記入
（注）ほかの所得者が控除を受ける場合は書けません

（16歳以上）

※所得金額６２万円以下（給与収入なら136万円以下）（「収入と所得は違います」参照）

〇昭和 32.1.1 以前生
・その人が同居している ⇒「同居老親等」に

・それ以外 ⇒「その他」に

〇障害者、寡婦、ひとり親、勤労学生に該当する人は

・障害者に該当する場合は、対象者の氏名・交付された手帳の種類・交付年月日・障害等級か程度の記入が必要です。

・記入の際は、裏面を参照してください。


